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1．事象概要
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■概要

確認日 ：2021年7月9日（金）

場 所 ：６号機原子炉建屋東側ヤード

状 況 ：新規制基準では大物搬入建屋を原子炉建屋

の一部として扱うこととなり、原子炉建屋同等の

耐震性が必要となったことから、耐震強化工事を

実施。建屋下の掘削作業において大物搬入建

屋南東側の既存鉄筋コンクリート杭(以下、杭)

№8で損傷(ひび割れ、剥落、浮き)を確認した。

No.8杭 コンクリート
はつり取り後

No.8杭 調査前

配置図

6号機大物搬入建屋

2021年13月10日 建屋下掘削作業開始

2021年17月 9日 No.8 杭の一部の損傷を確認
建屋下掘削作業中断

2021年17月27日 作業の安全性を確認し、No.8の杭の

調査を再開
2021年18月 5日 No.8 杭の鉄筋の変形・破断を確認

以降、すべての杭の調査を開始

2021年11月 4日 杭の損傷状況を公表(定例所長会見)
2021年11月10日 原子力規制委員会

現在も調査継続中

■時系列

杭伏図

■（定例所長会見）追記

○スライド番号拡大：１６ポイント
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 No.8杭は、杭頭部にコンクリートのひび割れ、ハンマリングによる異音（浮き）が確認された

ため、当該部分のコンクリートのはつり取り作業を実施した。

確認された事象は以下の通り。

・ コンクリートの浮きが主筋の内側に到達
・ 主筋18本中 7本破断、11本変形

2．No.8杭の調査結果
2

A：②主筋破断部 B：⑭主筋変形部

No.8
杭

B

杭頭部

A

コ
ン
ク
リ
ー
ト

は
つ
り
取
り
後

No.8
杭

：主筋の破断箇所

：主筋の変形方向

凡例

丸数字：主筋番号

②主筋破断

No.8 杭 平面図

⑭主筋変形

基礎

杭基礎構造の断面図

柱

西

北

東

南

帯筋

杭頭部写真撮影方向

■杭

■杭基礎構造概要図に破断
部と変形部の位置を図示

断面図の表現を修正

杭

原子炉建屋側
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3．No.1～8杭の調査結果一覧
3

調査項目
杭No

コンクリート
浮き・剥落

コンクリート
ひび割れ

鉄筋状態

No.1 表面浮きあり（かぶり内） なし 損傷なし

No.2 表面浮きあり（かぶり内） 最大1.8mm 計1本 損傷なし

No.3 表面浮きあり（かぶり内） 最大0.7mm 計1本 損傷なし

No.4 表面浮きあり（かぶり内） なし 損傷なし

No.5 表面浮きあり（かぶり内） 最大1.1mm 計1本 損傷なし

No.6 主筋内側まで浮きあり 最大4.0mm 計5本 損傷なし

No.7 表面浮きあり（かぶり内） なし 損傷なし

No.8 剥落、主筋内側まで浮きあり 鉄筋が見えるひび割れ 変形11本、破断7本

 No.8杭の損傷を受け、全杭のひび割れ、剥落、ハンマリングによる異音
（浮き）の有無を調査し健全性を確認した。

・ No.1～7杭頭の一部に異音を確認。No.1～5,7杭の浮きは、かぶり部
（主筋より外側）の範囲で、それ以深に異音は確認されていない。

・ No.6杭は、杭頭部の異音箇所が一部主筋内側に及ぶことから、その部
位の鉄筋をはつり出し、鉄筋の変形や破断の有無を確認したが、損傷は
見られなかった。

・ 杭頭部以外の非破壊試験の結果、全杭において「健全性が高い」との
判定を確認した。

表：杭の健全性調査結果

No.8

No.6

No.4

No.2 No.1

No.3

No.5

No.7

原子炉建屋側

キープラン
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4

 No.8杭は、杭頭部の表面のコンクリートが剥落し、鉄筋の変形や破断が確認されている。
 No.6杭は、杭頭部の表面のコンクリートで、浮きの箇所が一部主筋内側に及んでいるが、

鉄筋の損傷は確認されていない。

：鉄筋損傷部

４．杭の損傷状況まとめ

杭の損傷状況イメージ図

：コンクリート損傷部

凡例

⑥

④

②

①

③

⑤

⑦

⑧

原子炉建屋

大物搬入建屋

エキスパンションジョイント※

：コンクリートに複数のひび割れが見られる範囲
※構造的に分離された施設間をつなぐ伸縮継手

相互に応力を伝えない構造となっている
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＃1 ＃2

＃3 ＃4

＃5＃7 ＃6

荒浜側
大湊側

建屋名称 号機

原子炉建屋 1,2,3,4,5,6,7

タービン建屋 1,2,3,4,5,6,7

コントロール建屋 6/7 ※

廃棄物処理建屋 6/7 ※

サービス建屋 1/2,3/4,5,6/7

B-B 断面図

B

B

原子力発電所の主要な建物は、
岩盤に直接支持されている。

これら主要な建物は、２年に１回
の頻度でコンクリートひび割れ、浮き
・剥離等の点検を、半年に１回の
頻度で沈下測定を実施して設備の
健全性を確認している。

6号機タービン建屋6号機原子炉建屋

コントロール建屋 廃棄物処理建屋

マンメイドロック

サービス建屋
▼T.M.S.L.+12,000

▼T.M.S.L.+12,000大物搬入建屋

A-A 断面図

岩盤

岩盤

A

A

5．岩盤に直接支持されている主要建物
5

※1～5号機のコントロール建屋および廃棄物処理建屋の機能に
ついては、原子炉建屋内に配置されている
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①

②

③

⑥

⑤

①

②

④

③

杭基礎形式は一部の設備に限られる。
これら杭基礎構造物についても、主要な
建物と同様に、定期的な点検・測量を
行って健全性を確認している。

⑧
⑦⑦

※1 7号機設工認「Ⅴ-2-1-4 耐震重要度分類及び重大事故等対処施設の施設区分の基本方針」
記載設備のうち、中越沖地震以前に設置していた杭基礎構造物
新規制基準後の補正申請前の号機は、申請時の耐震重要度分類を想定して記載

※2  原子炉建屋原子炉区域に含む
※3  1,2,3,5号機大物搬入建屋は、杭基礎ではなく直接基礎形式
※4  6,7号機排気筒は、原子炉建屋（直接基礎）屋上に設置されている
※5  1～3号機非常用ガス処理系配管ダクトは、杭基礎ではなく直接基礎形式

また、6.7号機非常用ガス処理系配管ダクトは存在しない（排気筒が原子炉建屋屋上に設置されているため）
※6  1～5号機の軽油タンクは、熱交換器建屋（直接基礎）屋上に設置されている

6．主要な杭基礎形式の設備 ※1
6

番号 設備名称 号機
新規制基準における

耐震クラス
杭基礎形式（中越沖地震時）

① 大物搬入建屋 ※2 4,6,7 ※3 Ｓ 場所打ちコンクリート杭

② 主排気筒 1/2,3,4,5 ※4 Ｃ(Ss) 場所打ちコンクリート杭

③ 非常用ガス処理系配管ダクト 4,5 ※5 Ｃ(Ss) 鋼管杭

④ 軽油タンク基礎
燃料移送系配管ダクト

6,7 ※6 Ｃ(Ss) 鋼管杭

⑤ 固体廃棄物貯蔵施設（既設）
〃 （増設）

共用 Ｂ
Ｃ

工場製コンクリート杭

⑥ 使用済燃料輸送容器保管建屋 共用 Ｃ 場所打ちコンクリート杭

⑦ 焼却炉建屋 共用 Ｂ 工場製コンクリート杭

⑧ ランドリ建屋 共用 C 工場製コンクリート杭
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START

杭基礎損傷なし

異常あり

END

上物・基礎部の調査
・コンクリート：ひび割れ・剥落・浮き
・鋼材：変形
・上屋・基礎スラブ：沈下 等

杭の調査
・目視点検（杭頭部露出）
・非破壊検査 等

対策・補修の実施

異常なし

異常あり

異常なし

完了
杭基礎形式の構造物の点検にあたっ
ては、学協会基準※の考え方に沿って
、上物・基礎部に異常が認められた場
合に、杭を対象とした詳細調査（杭
頭部を露出させての目視確認等）を
実施することとしている。

杭調査例

７．杭基礎形式の構造物の地震後点検の考え方
7

※「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針（（財）日本建築防災協会，2015年）」、「コンクリート標準示方書[維持管理編]（（社）土木学会，2018年） 」 ←
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構造物名称
上物・基礎部の
調査結果

杭の調査
対策

調査状況 調査結果

大物搬入建屋 異常なし ・杭頭部目視点検（６号機）
（安全対策工事に伴い実施）

損傷あり 検討
中

主排気筒 5号機：上部鋼構造にボルト
の緩み等

・杭頭部目視点検
・非破壊検査

異常なし ー

1/2、3、4号機：異常なし 同上（念のため実施） 異常なし ー

非常用ガス処理系
配管ダクト

4号機：ダクト底版に変位・
ひび割れ等

・杭頭部目視点検 残留変位あり
(傾斜)

補強
(増杭)

5号機：異常なし 同上（念のため実施） 異常なし ー

軽油タンク基礎・
燃料移送系配管ダクト

異常なし ・杭頭部目視点検（６号機）
（安全対策工事に伴い実施）

異常なし ー

固体廃棄物貯蔵施設 異常なし ・杭頭部目視点検
・非破壊検査（念のため実施）

異常なし ー

使用済燃料輸送容器
保管建屋

異常なし ・杭頭部目視点検
（念のため実施）

異常なし ー

焼却炉建屋 異常なし ー ー ー

ランドリ建屋 異常なし ー ー ー

地震後点検フローに従い、上物・基礎部に異常が認められた設備については杭周辺を掘削し、
杭頭部を目視で確認するなどの調査を行った。(表中赤) 異常が認められなかった設備についても、
類似設備の変状を考慮する等して、念のために杭を対象とした調査を実施したものもある。(表中青)

＜参考＞杭基礎形式の構造物の中越沖地震以降の点検状況
8
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9
＜参考＞主要な杭基礎形式の設備の点検項目と点検頻度

■燃料移送系配管ダクトは、旧指針で
ノンクラスのため軽油タンクと段を分けて
着色

■注記

番号 設備名称 号機 杭本数

定期点検 中越沖地震後の点検

上物・基礎部 上物・基礎部 杭の調査

対策
ひび割れ 浮き・剥落等

沈下
傾斜等

ひび割れ 浮き・剥落等
沈下
傾斜等

調査
結果

目視点検
非破壊検査等

調査
本数

調査
結果

① 大物搬入建屋 4 6 ○
(1回/2年)

○
(1回/2年)

○
(1回/2年)

○ ○ ○ 異常なし － － － －

6 8
○

(1回/2年)
○

(1回/2年)
○

(1回/2年)
○ ○ ○ 異常なし

○
(安全対策工事

に伴い実施)
8 損傷あり 検討中

7 8
(建替後16)

○
(1回/2年)

○
(1回/2年)

○
(1回/2年)

○ ○ ○ 異常なし － － － －

② 主排気筒 1/2 53 ○
(1回/2年)

○
(1回/2年)

○
(2回/年)

○ ○ ○ 異常なし
○

(念のため)
4 異常なし －

3 52 ○
(1回/2年)

○
(1回/2年)

○
(2回/年)

○ ○ ○ 異常なし
○

(念のため)
4 異常なし －

4 52 ○
(1回/2年)

○
(1回/2年)

○
(2回/年)

○ ○ ○ 異常なし
○

(念のため)
4 異常なし －

5 53 ○
(1回/2年)

○
(1回/2年)

○
(2回/年)

○ ○ ○ ボルト緩み ○ 3 異常なし －

③ 非常用ガス処理系
配管ダクト

4 18 ○
(1回/2年)

○
(1回/2年)

○
(1回/5年)

○ ○ ○
残留変位
ひび割れ

○ 2 残留変位
補強

(増杭)

5 10 ○
(1回/2年)

○
(1回/2年)

○
(1回/5年)

○ ○ ○ 異常なし
○

(念のため)
1 異常なし －

④ 軽油タンク基礎
燃料移送系配管ダクト

6 120
16

○
(1回/年)

○
(1回/年)

○
(1回/3年)
(1回/5年)

○ ○ ○ 異常なし
○

(安全対策工事
に伴い実施)

64 異常なし －

7 112
16

○
(1回/年)

○
(1回/年)

○
(1回/3年)
(1回/5年)

○ ○ ○ 異常なし － - － －

⑤ 固体廃棄物貯蔵施設
(既設・増設)

共用 876 ○
(1回/2年)

○
(1回/2年)

○
(2回/年)

○ ○ ○ 異常なし
○

(念のため)
4 異常なし －

⑥ 使用済燃料輸送容器
保管建屋

共用 68
○

(1回/2年)
○

(1回/2年)
○

(2回/年)
○ ○ ○ 異常なし

○
(念のため)

2 異常なし －

⑦ 焼却炉建屋
共用 360

○
(1回/2年)

○
(1回/2年)

○
(2回/年)

○ ○ ○ 異常なし － - － －

⑧ ランドリ建屋
共用 134

○
(1回/2年)

○
(1回/2年)

○
(2回/年)

○ ○ ○ 異常なし － - － －

合計 1962 合計 96

： 耐震クラスがＳのもの、または基準地震動Ｓｓによる耐震評価の対象のもの
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8．まとめ

 ６号機大物搬入建屋については、現在、新規制基準に適合させるための耐震強化工事を
実施中。その工事を進める中、基礎の杭頭部の一部にコンクリートの浮き・剥離が確認された
ことから、不適合情報として、2021年7月15日にホームページにて公表し、その後調査。

 調査を進める中、8月の時点で、杭の鉄筋の損傷等を確認し、規制庁現地事務所へ適宜
報告し調査継続。調査の途上であるが、本件について11月2日に規制庁本庁へ説明し11
月4日の所長会見にて公表。

 現在までの調査の結果、８本ある杭のうち、損傷の程度が高いのは、特定の杭に限られてい
る。

 杭の損傷原因については現在も調査中。発生原因については、地震の関連も含め2月を目
途にしっかり調査していく。調査結果を踏まえ、今後必要な対策を講じていく。

 なお、杭基礎構造の建物の点検にあたっては、学協会基準の考え方に沿って、上物・基礎
部に異常がない場合には杭にも異常がないと判断している。上物・基礎部に異常が認められ
た場合、杭を対象とした詳細調査（杭頭部を露出させての目視確認等）を実施している。

 中越沖地震後には、臨時点検及び定期点検で、発電所内のすべての建物について、上物・
基礎部のコンクリートのひび割れや建物の傾斜の有無等について確認しており、異常が確認さ
れた杭については杭の詳細調査を実施している。

 まずはＫ６大物搬入建屋の原因調査をしっかりと行うとともに、調査結果をお知らせしてまい
る。調査の結果、他の杭基礎設備への水平展開が必要であれば、点検していく。

10
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７
号
機
大
物
搬
入
建
屋

耐震強化前 上物・基礎解体 地盤改良 耐震強化後

６
号
機
大
物
搬
入
建
屋

耐震強化前 周辺地盤改良,建屋下掘削 建屋下地盤改良 耐震強化後

11

：新設建屋（新設杭含む） ：地盤改良体凡例： ：既存建屋（既存杭含む）

＜参考＞６号機／７号機大物搬入建屋の耐震強化方法の違い

表層

支持層

▼地表面

約20m

▼地表面

約12m

建屋内部
鉄骨補強

上物撤去
耐震強化した
建屋を新設

表層

西山層
（支持層）

▼地表面

約12m

表層

支持層

建屋下掘削

周辺
地盤改良

表層

西山層
（支持層）

▼地表面

約12m
地盤
改良

地盤
改良

▼地表面

約12m

表層

支持層

▼地表面

約20m

表層

支持層

▼地表面

約20m

既設杭は土中埋設とし
使用しない

地盤
改良

鋼管杭新設

▼地表面

約20m

表層

支持層

表層

支持層

７号機は、支持層まで深いため、建屋下での地盤改良が困難であることから、既存の建

屋を利用せず、建屋を建替えた。

６号機は、支持層まで浅いため、建屋下での地盤改良工法を選択し、既存の建屋を利

用することとした。

基礎撤去
掘削範囲

地盤
改良

支持層 支持層
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12

上物解体状況

上物解体状況 基礎解体状況

 ７号機大物搬入建屋は、上物・基礎部の点検の結果、異常が認められなかったため、通常の工事
手順に沿って大型ブレーカや大型圧砕機を用い上物から解体撤去し、その後基礎を解体撤去した。

 新設する基礎に干渉しない範囲まで基礎の撤去および地盤を掘削し、杭を含めて建屋を建替えた。

基礎解体状況

＜参考＞７号機大物搬入建屋の解体方法

杭解体状況

基礎解体状況
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＜参考＞耐震クラス
13

耐震クラスは、地震により発生するおそれがある設計基準対象施設の安全機能の喪失及

びそれに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から、各施設の安全機能が喪失し

た場合の影響の相対的な程度（耐震重要度）に応じて、設計基準対象施設をS、B、C

の３つのクラスに分類したもの。


